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公 告

『災害時における災害応急対策業務に関する協定』締結の公募

次のとおり協定締結を希望する関係者を公募します。
協定の締結を希望する者は、下記により技術資料を作成し提出をお願いします。
なお、本協定締結の公募は、工事発注ではありませんので、現場説明資料の送付及び入札は

行いません。

平成２６年６月１８日

国土交通省 関東地方整備局
北首都国道事務所長

石川 雄一

１．協定の概要
（１）名 称 災害時における災害応急対策業務に関する協定

（２）目 的 本協定は、国土交通省関東地方整備局北首都国道事務所が管理または工
事中の施設等に地震・大雨・大雪などの異常な自然現象及び予測できない
災害等の発生、または発生の恐れがある場合において、災害応急対策業務
を実施するにあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力につ
いて、その確保及び動員の方法を定め、被害状況の早期把握、被害の拡大
防止及び被災施設の早期復旧に資することを目的とする。

（３）内 容 協定書(別添－１）及び協定区間図（別添図）は別添資料のとおり

（４）期 間 平成２６年８月１日から平成２８年７月３１日まで

２．応募資格
（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第７０条及び第７１条の規定に該当

しない者であること。
（２）関東地方整備局（港湾空港関係を除く｡）における平成２５･２６年度一般競争（指

名競争）入札参加資格業者のうち一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工事
または造園工事のいずれかに認定されている者であること（会社更生法（平成 14 年法
律第 154 号）に基づき更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法（平成
11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされている者については、
手続開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局長」という。）が別に定める手続きに
基づく一般競争（指名競争）入札参加資格の再認定を受けていること。）。

（３）会社更生法に基づき、更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申し立てがなされている者（（２）の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。

（４）埼玉県内に建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。
（５）平成１１年４月１日以降に、埼玉県内で元請けとして完成・引渡しが完了した道路の

一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工事または造園工事のいずれかの施工
実績を有すること。(共同企業体の構成員としての実績は、出資比率 20%以上の場合の
ものに限る。)

（６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと
して、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない
こと。
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３．技術資料の作成及び提出に関する事項
（１）技術資料の作成は次表のとおりとする。

記載事項 内容に関する留意事項

１）工事の施工実績 ① 平成１１年４月１日以降に埼玉県内で元請けとして完成・引
渡しが完了した一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗
装工事または造園工事の施工実績のうち代表的なものを１件記
載すること。

なお、可能な限り国土交通省発注工事（成績６０点未満のも
のを除く）から選定すること。

また、共同企業体構成員としての施工実績は、出資比率が２
０％以上の工事に限る。

② 工事名、発注機関名、施工場所、契約金額、工期の他、工事
概要を記載すること。

③ 記載様式は様式－２とする。
④ 施工実績として記載した工事に係る契約書の写しを提出する

こと（工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる
部分のみでよい。）。

ただし、財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情
報サービス(CORINS)」に登録されている場合は、提出する必
要はない。この場合、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを提
出すること。

２）協定締結希望区間の ① 協定締結の実施希望区間（複数可とし希望順位をつける）を
希望理由 協定区間図（別添図）を参考に記載すること。

② 参集場所から上記①までの移動距離を記載すること。
③ 記載様式は様式－３とする。
④ 上記の様式－３で記載した参集場所の位置を別図（技術資料

補足図面）に図示すること。

※参集場所は、自社または協力会社の本店、支店、営業所等の勤
務地及びリース会社を含む建設機械または資材の保管場所から
選定すること。

※参集場所は協定期間中継続的に確保できるものに限る。
※参集場所が複数ある場合は代表箇所を１箇所定めること。
※上記②の参集場所から希望区間までの移動距離は、公道を用い
た最短距離を記入すること。
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記載事項 内容に関する留意事項

３）他機関との災害応急 ① 他の公共機関との間において、当事務所と同様もしくは類似
対策に関する協定又は する災害協定又は契約の締結状況を記載すること。
契約の締結状況 ② 締結している場合（締結手続き中の者も含む）は、協定又は

契約別、名称、機関名並びに有効期間を記載すること。
なお、複数締結している場合は、全てを記載すること。

③ 他機関からの協力要請と重複した場合であっても北首都国道
事務所に協力することができる理由を記載すること。また、協
力要請が重複した場合の各機関への協力の優先順位を記載する
こと。

④ 記載様式は様式－４とする。
⑤ 記載した協定書又は契約書の写しを提出すること。

４）協力要請時に提供可 ① 協力要請時に提供可能なクレーン類、運搬車類、掘削機類、
能な建設資機材の状況 その他（排水ポンプ、除雪機械等）及び備蓄資材の保有状況を

記載すること。
② 記載内容は、建設資機材毎に名称、規格、数量、所有者（自
社・リース会社の別）、保管場所を記入すること。

③ 他機関からの協力要請と重複した場合であっても最優先で北
首都国道事務所へ提供できる資機材を示すこと。

④ 協力要請時に北首都国道事務所の災害応急対策業務に協力す
るための資機材を確保できる理由を記載すること。

⑤ 記載様式は様式－５とする。
⑥ 上記②の保管場所を別図（技術資料補足図面）に図示するこ
と。

※別様式で提出する図面との兼用可とする。
※保管場所及び建設資機材は、協定期間中に北首都国道事務所の
災害応急対策業務に継続的に確保できるものに限る。

５）協力要請時の人員配 ① 協力要請時において動員可能な技術者（土木施工管理技士等
置及び参集場所の状況 の資格を保有し監督出来る者）、作業員、オペレータの人員及び

参集時間並びに参集場所の状況を記入すること。
② 人員は自社、協力会社に所属または手配することが出来る人

数とするが、協定期間中、協力要請時に北首都国道事務所の災
害応急対策業務のために協力できる人数を記載すること。

③ 上記②の人員のうち、他機関からの協力要請と重複した場合
であっても最優先で北首都国道事務所に協力する人員を示すこ
と。

④ 平日及び夜間・休日において協力要請時に北首都国道事務所
に協力するための人員を確保できる理由を記載すること。

⑤ 記載様式は様式－６とする。
⑥ 上記①の参集場所を別図（技術資料補足図面）に図示すること。

※参集場所は、自社または協力会社の本店、支店、営業所等の勤
務地及びリース会社を含む建設機械または資材の保管場所から
選定すること。

※人員は協定期間中に継続的に確保できるものに限る。
※参集場所は協定期間中に継続的に確保できるものに限る。
※担当工区の決定にあたり、代表箇所以外の参集場所も参考とす

るため、全ての参集場所を様式－６及び別図（技術資料補足図
面）に記入すること。
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（２）技術資料の提出
① 様式を北首都国道事務所ホームページ(※)からダウンロードにより、入手すること。

※北首都国道事務所ホームページアドレス：http://www.ktr.mlit.go.jp/kitasyuto/
② 技術資料は次に記載する受付期間及び受付場所に持参または郵送（書留郵便等の配
達記録が残るもので受付期間の消印有効）すること。

・受付期間：平成２６年６月１８日から平成２６年７月９日までの土曜日、日曜
日及び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時１５分まで。

・受付場所：関東地方整備局 北首都国道事務所 管理課（担当：鶴淵）
〒 340-0044 埼玉県草加市花栗 3-24-15

ＴＥＬ ０４８－９４１－４６１０（管理課直通）
ＦＡＸ ０４８－９４２－８１９３（管理課直通）

③ 提出資料は表紙（様式－１）を１頁とした通し番号を付するとともに全頁数を表示
すること（頁の記載例：１／○○～○○／○○）。

④ 提出資料と合わせて入力データを電子媒体（ＭＯ、ＣＤのいずれか）で提出するこ
と。
なお、様式－１～様式－６については①でダウンロードしたデータ（エクセルファ

イル）とすること。図面等の添付資料はＰＤＦファイルとすること。

４．技術資料の審査に関する事項
技術審査における審査事項及び選定の着目点は次のとおりとする。

審 査 項 目 選 定 の 着 目 点

１）工事の施工実績 ① 平成１１年４月１日以降に埼玉県内で元請けとして完成・引
渡しが完了した一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗
装工事または造園工事の施工実績の発注機関並びに施工規模を
審査する。

② 工事実績が無い場合は協定を締結しない。

２）協定締結希望区間の ① 協定締結希望区間の希望理由を審査する。
希望理由 なお、協定を締結する担当区間は、希望理由のほか、他の技

術審査項目の内容を勘案し決定する。
② 参集場所から実施希望区間までの距離を審査する。

３）他機関との災害応急 ① 協定または契約の締結合計数と北首都国道事務所への協力の
対策に関する協定又は 優先順位を審査する。
契約の締結状況 ② 他機関からの協力要請と重複した場合における北首都国道事

務所に協力するための体制を審査する。
③ 北首都国道事務所への協力の優先順位が低い場合には協定を
締結しない場合がある。
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審 査 項 目 選 定 の 着 目 点

４）協力要請時に提供可 ① 提供可能な建設資機材（自社、協力会社、建設機械において
能な建設資機材の状況 はリース会社含む）について、各種機械類毎の合計台数、各種

資材の数量、自社保有率を審査する。
② 他機関からの協力要請が重複した場合であっても北首都国道
事務所に最優先で提供する資機材の種類及び数量を審査する。

③ 他機関からの協力要請と重複した場合における北首都国道事
務所に協力するための資機材提供の体制を審査する。

④ 北首都国道事務所への資機材提供の優先の程度が低い場合に
は、協定を締結しない場合がある。

５）協力要請時の人員配 ① 技術員、作業員、オペレーターの出動可能人員（自社、協力
置及び参集場所の状況 会社を含む）について、出動するために参集する人員数、技術

員、作業員、オペレーターの構成、並びに自社比率を審査する。
② 他機関からの協力要請が重複した場合であっても北首都国道
事務所に最優先で配置する人員の構成及び人数を審査する。

③ 他機関からの協力要請と重複した場合における北首都国道事
務所に協力するための動員体制を審査する。

④ 北首都国道事務所への人員配置の優先の程度が低い場合には、
協定を締結しない場合がある。

５．協定締結に関する事項
（１）協定締結者の選定方法

① 協定締結者の選定は、提出された技術資料を基に下記の技術審査の各項目を総合的
に判断し選定するものである。
なお、技術資料に欠落がある場合は選定の対象外とする。
また、他の公共機関と協定若しくは契約を締結している場合には、北首都国道事務

所の災害応急対策業務への協力の優先の程度が低い場合には、協定を締結しない場合
がある。
（技術審査項目）

１）工事の施工実績
２）協定締結希望区間の希望理由
３）他機関との災害応急対策に関する協定または契約の締結状況
４）協力要請時に提供可能な建設資機材の状況
５）協力要請時の人員配置及び参集場所の状況

② 協定を締結する担当区間は、技術審査項目２）の希望理由のほか、他の技術審査
項目の内容を勘案し決定するものである。

なお、必ずしも希望区間とならない場合、複数区間を担当する場合並びに１つの
区間に対し複数社が担当する場合がある。

また、必要により、協定の区間割りや区間延長を変更する場合がある。
③ 提出した技術資料についてヒアリングを行う場合がある。その場合は別途日時等
について連絡を行う。（平成２６年７月中旬予定）

（２）協定締結者への通知
①「災害時における災害応急対策業務に関する協定」の協定締結者として選定したも
のには、書面により北首都国道事務所長から通知をする。

②通知は、平成２６年７月２２日（火）を予定する。
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６．非選定理由に関する事項
（１）技術資料を提出した者のうち協定締結者として選定しなかった者に対しては、選定し

なかった旨の通知とその理由（非選定理由）を書面により北首都国道事務所長から通知
する。

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（行政機関の
休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第 1 条に規定する行政機関の休日（以下「休
日という。）を含まない。）以内に書面により、北首都国道事務所長に対して非選定理由
の説明を求めることができる。

（３）（２）の書面の受付窓口、受付時間は次のとおりである。
・受付窓口：関東地方整備局 北首都国道事務所 管理課（担当：鶴淵）

〒 340-0044 埼玉県草加市花栗 3-24-15
ＴＥＬ ０４８－９４１－４６１０（管理課直通）

・受付時間：土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時１５分
まで。

（４）（２）の書面は持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。
（５）（２）の非選定理由について説明を求められたときは、説明を求めることができる最

終日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に書面により回答する。

７．実施上の留意事項
（１） 技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。
（２） 提出された技術資料は、技術審査及び協定締結者選定以外に提出者に無断で使用し

ない。
（３） 技術資料に虚偽の記載をした者は、技術審査の対象としないとともに、協定締結後

は協定を無効とする。
（４） 提出期限日以降の技術資料の差し替え及び再提出は認めない。
（５） 提出された技術資料は返却しない。
（６） 本送付資料は、技術資料作成以外の目的で使用しないこと。
（７） 技術資料の作成に関する問い合わせには応じるが、協定内容等の問い合わせには応

じない。なお、問い合わせ先は次のとおりとする。
・問い合わせ先：関東地方整備局 北首都国道事務所 管理課（担当：鶴淵）

〒 340-0044 埼玉県草加市花栗 3-24-15
ＴＥＬ ０４８－９４１－４６１０（管理課直通）

８．その他
本協定の締結者は、関東地方整備局が実施する総合評価落札方式の競争入札において、企

業の信頼性・社会性で「地域への貢献（災害協定等）」の項目で加算評価されるものである。
また、当該協定に基づき契約し、災害応急対策業務（防災訓練を除く）を行うと「地域へ

の貢献（災害活動実績）」の項目に追加加算評価されるものである。



別添－１

災害時における災害応急対策業務に関する協定

国土交通省関東地方整備局北首都国道事務所（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」

という。）とは災害時または災害の恐れがある場合における北首都国道事務所所管道路施

設の災害に関する早期情報収集及び応急復旧対策(以下「災害応急対策業務」という。)の

実施に関して、次のとおり協定を締結する。

第１条 目的

本協定は、甲が管理または工事中の施設等（以下「所管施設」という。）が地震・大

雨・大雪などの異常な自然現象及び予測できない災害等の発生または発生の恐れがある

場合において、災害応急対策業務及び除雪作業を実施するにあたり、これに必要な建設

機械、資材、技術者及び労力について、その確保及び動員の方法を定め、被害状況の早

期把握、被害の拡大防止及び被災施設の早期復旧に資することを目的とする。

第２条 災害応急対策業務及び除雪作業の実施区間

災害応急対策業務及び除雪作業の実施区間は、以下のとおりとする。

戸田維持出張所管内 国道２９８号（副道含む）○○市○○～○○市○○

２ 災害等の状況により、必要な場合には、甲は乙に対し上記に規定する災害応急対策

業務及び除雪作業の実施区間以外に出動を要請することができるものとし、乙は原則

としてこれに応じるものとする。

第３条 協力要請等

甲は、所管施設に災害が発生または発生の恐れがある場合において必要と認めるとき

は、乙に対し災害応急対策業務及び除雪作業の協力を要請することができるものとする。

また、災害応急対策業務を円滑に行うため、甲は乙に対し甲の実施する防災訓練への

参加を要請することができるものとする。

なお、乙は災害応急対策業務以外において、実施区間にかぎらず、北首都国道事務所

所管道路施設に異常を発見した場合には、甲に報告などの協力を行うものとする。

第４条 災害応急対策業務及び除雪作業の実施体制

乙は、あらかじめ災害時に備え、災害応急対策業務に際し提供可能な建設資機材及び

人員の数量（以下「建設資機材等」という。）並びに体制をとりまとめ、甲へ書面によ

り報告するものとする。

また、建設資機材等並びに体制については定期的（６ヶ月程度）に甲へ書面により報

告するものとする。

２ 前項の建設資機材等に著しい変動があった場合又は甲の要請があった場合は、保有

状況を速やかに、甲に書面により報告するものとする。

３ 甲は、甲の保有する建設資機材等について、あらかじめ乙に書面により通知するも



のとする。

第５条 災害応急対策業務内容

甲が、乙に対し協力を要請する災害応急対策業務の主な内容は以下の通りである。

① 緊急点検（パトロール）

所管施設等に災害が発生または発生の恐れがある場合において、施設点検を行い、

損壊箇所等被害の把握と報告を行う。

② 緊急措置

道路利用者の安全確保を図るため、危険箇所にバリケードやロープ等の設置および

危険箇所の注意喚起、交通規制の措置を周知する案内板や標識等を設置する。

③ 道路啓開

国道２９８号本線における緊急車両の通行確保（原則として２車線確保とするが、

被災状況によりやむを得ない場合は１車線確保とし必要に応じ誘導員を配置）を図る

ため、倒壊・散乱している障害物の除去、段差発生箇所の路面及び橋梁部の土嚢等に

よる段差処理、路上放置車両の移動、除雪や排雪並びに冠水時の排水処理等を実施す

る。

なお、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行うもの

とする。

④ 応急復旧

道路啓開後、緊急輸送道路の機能を確保するため、土嚢等による段差処理をアスフ

ァルトによる簡易舗装にするなど、各被災箇所の状況に応じた段階的な復旧を実施す

る。

なお、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行うもの

とする。

⑤ 国道２９８号の本線、側道、歩道及び横断歩道橋等の部分における除雪、排雪及び

凍結防止剤の散布を行うものとする。

⑥ 防災訓練

甲乙間の情報連絡訓練、甲が保有する災害対策用機器等の操作訓練等を行うものと

する。

第６条 災害応急対策業務の出動の要請

甲は、乙に対して第３条に基づき、災害応急対策業務の実施を要請する場合は、書面

又は電話等の方法によるものとする。

２ 別紙に示す気象庁震度観測点において震度６弱以上の震度を観測した場合又は気象

庁による震度情報の発表を確認した場合は、甲からの要請があったものとみなして、

乙は出動するものとする。

３ 甲乙相互の通信連絡が不能で、乙が被害状況を把握している場合は、甲からの要請

があったものとみなして、乙の判断で出動するものとする。

４ 乙は、出動要請を受けた場合には、直ちに出動し災害応急対策業務を実施するとと

もに、速やかに現場責任者を定め、氏名・連絡先を甲に報告するものとする。また第



２項並び第３項により出動した場合においても、同様に可能な限り速やかに報告する

ものとする。

第７条 災害応急対策業務の指示

災害応急対策業務の直接の指示は、当該業務実施区間を担当する戸田維持出張所長（以

下「出張所長」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。ただし、

第６条による甲の出動要請が不可能な場合は、乙の判断により災害応急対策業務を行う

ことができるものとする。

２ 前項の乙の判断により災害応急対策業務を行った場合においては、その内容を遅滞

なく甲に報告するものとする。

第８条 災害応援業務の実施

乙は、第６条第１項に基づく災害業務の出動要請があった場合には、直ちに出動し、

出張所長の指示に従い、担当区間又は担当範囲において災害業務に着手するものとする。

２ 乙の現場責任者は、出動後遅滞なく災害業務に要した時間及び使用した建設資機材

等を出張所長に書面により報告するものとする。

３ 乙は、第６条第２項により出動した場合に、出張所長との連絡が可能となった時点

で電話等にて速やかにその実施内容等を出張所長に報告するものとする。

４ 乙は、第６条第２項により出動した場合に、第２条に定める区間の緊急点検（パト

ロール）を実施し、所管施設の被害の有無及び被害の状況について、電話等にて出張所

長に報告するものとする。

第９条 除雪作業の内容

甲が乙に対し要請を行う除雪作業は、国道２９８号の本線、側道、歩道及び横断歩道

橋の部分における除雪、排雪及び凍結防止剤の散布の他、別途甲の指示に基づく作業と

する。

第１０条 除雪作業の出動要請

甲は、乙に対して第３条に基づき除雪作業のための出動を要請する場合は、書面又は

電話等の方法によるものとする。

２ 乙は、出動要請を受けた場合には、直ちに出動し災害応急対策業務を実施すると

ともに、速やかに現場責任者を定め、氏名・連絡先を甲に報告するものとする。また、

除雪作業の途中において現場担当者を変更する場合にも同様とする。

第１１条 除雪作業の指示等

除雪作業の直接の指示は、出張所長が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。

２ 前項の乙の判断により災害応急対策業務を行った場合においては、その内容を遅

滞なく甲に報告するものとする。



第１２条 除雪作業の実施

乙は、第１０条に基づく出動の要請があった場合には、直ちに出動し、出張所長の指

示に従い、担当区間において除雪作業に着手するものとする。

２ 乙の現場責任者は、出動後遅延なく除雪作業に要した時間及び使用した建設資機材

等を出張所長に書面により報告するものとする。

第１３条 災害応急対策業務及び除雪作業の実施報告

乙は、災害応急対策業務及び除雪作業を行ったときは、体制、作業開始時間・作業終

了時間及び使用した建設資機材等の内訳を書面により速やかに出張所長へ報告するもの

とする。

２ 緊急点検(パトロール)については所定の日報様式(ルート及び時刻、また徒歩等で

実施した場合はその旨を明記)を提出するものとする。

３ 甲は、必要に応じて、災害応急対策業務及び除雪作業の途中段階で使用した建設資

機材等の報告を求めることができるものとする。

第１４条 災害応急対策業務及び除雪作業の完了

乙は、災害応急対策業務及び除雪作業が完了したときは、直ちにその旨を甲に報告す

るものとする。

第１５条 建設資機材等の提供

甲から要請があった場合には、特別な理由がない限り、乙は建設資機材等を提供する

ものとする。

第１６条 契約の締結

甲は、第６条及び第１０条に基づき、乙に出動を要請（防災訓練除く）したときは、

遅滞なく随意契約を締結するものとする。

第１７条 費用の請求

乙は、災害応急対策業務又は除雪作業の完了後(防災訓練を除く)、当該業務に要した

費用 (第４条による乙の建設資機材等を含む)の見積書を甲に提出するものとする。

第１８条 費用の支払

甲は第１７条の規定による見積書の提出を受けたときは、内容を精査し第１７条に基

づき、その費用を支払うものとする。

第１９条 損害の負担

災害応急対策業務及び除雪作業の実施にともない、乙の責に帰する事由により、第三

者に損害を及ぼしたとき又は建設資機材等に損害が生じたときは、乙がその損害を賠償

しなければならないものとする。

２ 災害応急対策業務及び除雪作業の実施にともない、甲乙の双方の責に帰さない理由



により第三者に損害を及ぼしたとき又は建設資機材等に損害が生じたときは、乙はそ

の事実の発生後速やかにその状況を書面により報告し、その処置について甲乙協議し

て定めるものとする。

第２０条 有効期限

この協定の有効期限は、平成２６年８月１日から平成２８年７月３１日までとする。

第２１条 協定の解約

甲もしくは乙において、協定を継続できない事情が発生したときは、甲乙協議のうえ

協定を解約することができるものとする。

２ 乙において取引停止の事実や不渡りの情報もしくは会社更生法・民事再生法の申請

等があった場合または協定の履行にあたり乙に不誠実な行為があった場合は、甲は書

面による通告をもって本協定を解除することが出来る。

第２２条 その他

この協定に定めのない事項または疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議し

て定めるものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 国土交通省関東地方整備局

北首都国道事務所長 石川 雄一 印

乙 ○○○○株式会社

代表取締役 印



別 紙

対象路線と所管出張所 気象庁震度観測点（H24.6現在）

国道２９８号 和光市広沢

（戸田維持出張所） 戸田市上戸田

さいたま市南区役所

川口市青木、川口市中青木分室、川口市三ツ和

草加市高砂

八潮市中央

三郷市幸房



別 添 図災害時における災害応急対策業務に関する協定区間図

1 2 3 42



様式－１ 技術資料表紙 （用紙Ａ４）

国土交通省関東地方整備局

北首都国道事務所長　　石川　雄一　殿

住　所　 〒○○○ー○○○○

○○県○○市○○番

代表者　 ○○○建設株式会社

代表取締役社長

○　○　○　○

「災害応急対策業務に関する協定」に参加したく技術資料を提出します。

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する

者でないこと並びに添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

問い合わせ先は下記のとおりです。

記

１．問い合わせ先

： ○　○　○　○

： ○○○本店○○部○○課

： ○○県○○市○○番

： ○○ー○○○○ー○○○○（代） ［（内）○○○○］

： ○○ー○○○○ー○○○○

： ○○○○○○．ｊｐ

２．本店所在地

： ○　○　○　○

： ○○県○○市○○番

： ○○ー○○○○ー○○○○（代）

※注 ： 本店とは、一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載した本店。

※赤字は、記載例

［ １／○ ］

平成○年○月○日

名 称

住 所

電 話 番 号

担 当 者

部 所

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

住 所

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ

印

記載例



様式－２ （用紙Ａ４）

工事の施工実績

会社名　： ○○○建設株式会社

●工事の施工実績を下表へ記入すること。

工事名

発注機関名

施工場所

契約金額

工期

受注形態等

分野

・土工　　○○ｍ3　　　・上層路盤工　　○○ｍ２　　　　　

・アスファルト舗装工（表層）　　○○ｍ２

・排水工（円形水路φ３００）　　○○ｍ

・ブロック積み擁壁工　　○○ｍ２　　　・パッチング　　○ｔ

・仮設工（鋼矢板打設）　　１式　　・橋梁補修　　　　1式

・鋼材　　○ｔ　　　・コンクリート　　○○ｍ３

施工条件

　

　※赤字は、記載例

［ ○／○ ］

工
事
名
称
等

工
事
概
要

国土交通省　関東地方整備局　○○事務所

埼玉県○○市○○町地先～埼玉県○○市○○町地先

○○○，○○○，○○○円

平成○年○月○日～平成○年○月○日

単体　　／　　○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

道路改良工事、維持工事　　等

工事内容

（工種、規格、寸
法、材料、使用
数量等を記載す
る。）

夜間施工、２／４車線規制、○○○と近接施工（離隔○ｍ）　等

○○○○○○工事 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

※注） 施工実績として記載した工事に係る契約書の写しを提出すること（工事名、契約金額、
工期、発注者、請負者の確認できる部分のみでよい。）。ただし、財団法人日本建設
情報総合センターの「工事実績情報サービス(CORINS)」に登録されている場合は、提
出する必要はない。この場合、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを提出すること。

記載例



様式－３ （用紙Ａ４）

協定締結希望区間と希望理由

会社名　： ○○○建設株式会社
●協定締結希望区間と希望理由を下表へ記入すること。（複数回答可）

区間番号 参集場所の住所
参集場所から希望区間ま

での移動距離(km)

         

　※赤字は、記載例

［ ○／○ ］

第３希望

第４希望

希望理由

第２希望

第１希望 ＮＯ．○
（代表参集場所①）
埼玉県○○市○○町○○丁目○○番地

約○．○ｋｍ
（○○交差点まで）

・本店、支店が近い区間であるため。
・建設機械、資材の保管場所に近い区間であるため。
・過去に当該路線で工事を請負った実績があり、現地状況を把握しているた
め。　等

希望順位

希望区間

※注） 協定締結の希望区間（複数回答可）と希望理由を記載すること。
※注） 付近の参集場所から希望区間までの距離を別図（技術資料補足図面）に図示し提出すること。

（別様式で提出する図面との兼用は可とするが、各様式に記載する番号等は統一すること。）
※注） 参集場所から希望区間迄の移動距離は、参集場所の代表箇所からの最短の移動距離を記入すること。
※注） 災害応急対策業務として対応可能な区間について、希望順位を記載すること。

記載例



様式－４ （用紙Ａ４）

会社名　： ○○○建設株式会社

●他機関と協定または契約を締結している場合は、下表に全て記入すること。

他機関
番号

優先順位 名　　　　　　称 締結機関名 有効期間

○ 協　　定

契　　約

○ 協　　定

契　　約

○ 協　　定

契　　約

○ 協　　定

契　　約

協　　定

契　　約

　

●他機関からの協力要請が重複した場合であっても北首都国道事務所に協力できる理由を記載すること。

　（上記で他機関等で協定又は契約を締結している場合に記載する。）

　※赤字は、記載例

［ ○／○ ］

○○市○○○災害協定

1 ○○市 ○年○月まで

4

・災害応急対策の協定を締結している○○市は当社本店の所在地であり、また同市は主な請負先であることから、最優先で
人員・資機材の投入を行いたい考えである。

・その他の○○県や○○市と締結している協定担当区間は当社の本店、支店並びに資材置き場などから○○ｋｍ程度離れた
位置にあるのに対し、北首都国道事務所における協定担当希望区間は○○や○○から○ｋｍ程度と近傍である。

・当該希望区間の協定締結に至った場合には、当社において北首都国道事務所への人員・資機材の投入を優先的に行うこと
が可能である。

・当社は、県内の○○並びに○○地域に複数の協力会社と契約をしており、北首都国道事務所を含む全ての協定締結機関
に対し、同程度の人員・資機材を投入できる体制である。

・資機材については、別途○○リース会社や○○プラントを所有する○○会社と契約しており、災害応急対策の資機材を必ず
確保できる体制となっている。

協定・契約の別

＜今回の協定＞
「災害時における災害応急対策業務
に関する協定」

北首都国道事務所2

○○○災害協定 ○○県 ○年○月まで

○○○災害協定

3 ○年○月まで

他機関との災害応急対策に関する協定又は契約の締結状況

●北首都国道事務所からの協力要請が、他機関からの要請と重なった場合の優先順位を記入すること。

3

＜予定期間＞
平成28年7月31日まで

1

2

※注） 上表にて記載した協定書または契約書の写しを提出すること。
※注） 上表の協定・契約の別欄は、該当項目に「○」を記入すること。
※注） 上表に記載しきれない場合は、適宜挿入すること。

記載例



様式－５ （用紙Ａ４）

会社名　： 　○○○建設株式会社

●協力要請時に北首都国道事務所の災害応急対策業務のために提供可能な資機材を下表へ記入すること。

建設機械名称 規　　　格 単位 数量 保管場所 所有者

クレーン ﾎｲ-ﾙ式、25ｔ吊り 台 ○ 資材置場② リース ◎ うち○台

ダンプトラック １０ｔ積み 台 ○ 資材置場① 自社 ◎ うち○台

トレーラー 大型，低床，40ｔ 台 ○ 資材置場② リース

バックホウ 0.7ｍ３、クローラー 台 ○ 資材置場① 自社 ◎ うち○台

バックホウ 0.7ｍ３、クローラー 台 ○ 資材置場③ 協力会社 ◎ うち○台

ホイールローダ バケット1.5ｍ３ 台 ○ 資材置場② リース

高所作業車 自走式、ブーム型、12ｍ 台 ○ 資材置場② リース

ｸﾚｰﾝ付きトラック 4ｔ車2ｔ吊り 台 ○ 資材置場① 自社

資材名称 規　　　格 単位 数量 保管場所 所有者

ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ ０～４０ m3 ○ 資材置場① 自社 ◎ うち○m3

山砂 m3 ○ 資材置場① 自社 ◎ うち○m3

割栗石 150～200 m3 ○ 資材置場① 自社 ◎ うち○m3

Ｈ鋼 H300*300 ｔ ○ 資材置場① 自社

敷鉄板 枚 ○ 資材置場③ 協力会社

トンパック 袋 ○ 資材置場③ 協力会社

　※赤字は、記載例

●協力要請時に北首都国道事務所に協力するための人員を確保できる理由を、平日時並びに夜間・休日時毎に記載するこ
と。

協力要請時に提供する建設資機材の状況

北首都国道
最優先

北首都国道
最優先

●北首都国道事務所並びに様式－３に記載した他機関からの協力要請が重複した場合であっても北首都国道事務所へ最
優先で提供できる資機材には「北首都国道最優先」の欄に◎印を付け数量を記載すること。

備考

※注）　欄が不足する場合は適宜挿入すること。

［ ○／○ ］

※注）　協定期間中、継続的に北首都国道事務所の災害応急対策業務のために提供できるものを記載すること。
※注）　使用に際して条件が付く場合には、備考欄にその旨を記入すること。（例えば、「オペレーター別途必要」）

【協力要請時に北首都国道事務所に協力するための資機材を確保できる理由】
・当社では○○○○を○台所有し、常に稼働しているのは○台程度であり、通常は、協定希望区間に隣接する資材置き場に
○台程度の余裕があるため、緊急時には、他機関からの要請と重複した場合であっても優先的に北首都国道事務所へ○台
程度を提供することが可能。
・○○○○については、○○リース会社と契約を結んでおり、緊急時においても優先的に北首都国道事務所に○台程度の提
供ができる体制となっている。
・○○○○については、○○であることから自社において常に備蓄がある他、協定希望区間の近隣にあるプラントを所有する
○○会社と契約を結んでおり、他機関からの要請と重複した場合であっても優先的に必ず○○程度を提供できる。

備考

記載例



様式－６ （用紙Ａ４）

協力要請時の人員配置及び参集場所状況
会社名　： ○○○建設株式会社

●北首都国道事務所並びに様式－３に記載した他機関からの協力要請が重なった場合であっても北首都国道事務所へ最優先で配置する人員を記入すること。

●協力要請時に北首都国道事務所に協力するための人員を確保できる理由を、平日時並びに夜間・休日時毎に記載すること。

監督者
（技術者

等）
作業員

３０
分

以内

１
時
間
以
内

２
時
間
以
内

３
時
間

以内

３
時
間
超

３０
分

以内

１
時
間
以
内

２
時
間
以
内

３
時
間

以内

３
時
間
超

5 6 1 1 1 1 12 12 0 0 0 0 2 5 1 0 3

(1) (1) (1) (1)

2 12 3 2 3 2 17 5 12 0 0 0 0 10 7 0 0

(2) (2)

4 5 1 1 1 1 10 9 0 0 0 0 0 5 1 0 3

(1) (1) (1) (1)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 3 3 0 0 0 0 2 1 0 0 0

2 10 2 2 2 14 6 8 0 0 0 6 8 0 0 0

(2)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 6 3 3 0 0 0 3 3 0 0 0

①平日の動員体制 (勤務時間内）

②夜間・休日の動員体制 (勤務時間外）

         

　※赤字は、記載例 ［ ○／○ ］

・当社は○○人の技術者と作業員がいるが、○○県や○○市からの協力要請に応じてこれらに一定の人員を配置する必要があるが、北首都国道事務所からの協力要請と重なった場合には、常時本社勤務している自社の技術者○○人、作業員○○人並び
にオペレーター（○○類）○人を北首都国道事務所へ優先的に動員が可能。
・通常、○○市内付近で何件かの工事を請け負っており、技術者や作業員が張り付いているので、北首都国道事務所からの協力要請による緊急時にはこれらの現場から協力会社の技術者○人、作業員○人程度を回すことが可能。
・他機関から協力要請がない場合には、北首都国道事務所への配置人員を○○人程度増員する。

・夜間は職員寮が○○市内にあり、また同市内に協力会社を有しているため、これらの技術者・作業員を動員可能。
・休日及び連休中には単身赴任者や遠方に在住している者がおり北首都国道事務所への配置人員のうち○○人は参集困難となるが、近隣に在住の技術者○○人、作業員○○人、オペレーター（クレーン類）○人、（運搬車類）○人、（掘削機類）○人、（その
他機械）○人を北首都国道事務所へ動員が可能。
・他機関から協力要請がない場合には、北首都国道事務所への配置人員を○人程度増員する。

参集場所

勤務地区分
（本店、支店、
営業所、リース

会社等）

住所

【協力要請時に北首都国道事務所に協力するための人員を確保できる理由】

人数
小計

参集場所までの時間
人員

●協力要請時に北首都国道事務所の災害応急対策業務のために動員できる人員について、出動のために参集場所へ参集可能な人員数を自社・協力会社別に下表へ記入すること。

配置人員区分

総参集者

自社

平日（人数） 夜間・休日（人数）
オペレータ

①

②

参
集
先
番
号

自社・協力会
社分類

参集場所① 本店 埼玉県○○市○○町○○丁目○○番地

協力会社

このうち、
北首都国道事務所へ
の最優先配置人員

自社

協力会社

総参集者

自社

協力会社

参集場所② 営業所 埼玉県○○市○○町○○丁目○○番地

このうち、
北首都国道事務所へ
の最優先配置人員

自社

協力会社

※注） 協定期間中、継続的に北首都国道事務所の災害応急対策業務のために動員できる人員を記載すること。
※注） 参集場所の選定は、自社または協力会社の本店、支店、営業所等の勤務地及びリース会社を含む建設機械または資材の保管場所から選定するものとする。

ただし、選定する参集場所は参集後の移動手段が確保されていること。
※注） 参集場所の位置を別図（技術資料補足図面）に図示し提出すること。

（別様式で提出する図面との兼用は可としますが、各様式に記載する番号等は統一して下さい。）
※注） 参集場所については、勤務地区分と住所が判別できるように記入するとともに、提出する別図（技術資料補足図面）と対比できる番号を記入すること。
※注） オペレータの「資格区分」は該当する資格数を記入すること。（１人で複数の資格があれば複数回答可）

（参考）
・クレーン類：ホイールクレーン、ラフタークレーン等 ・運搬車類：ダンプ、トラック、トレーラー等

・掘削機類：ﾊﾞｯｸﾎｳ、ｼｮﾍﾞﾙ、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ等 ・その他：モーターグレーダー、高所作業車、締固め用機械等
※注） 欄が不足する場合は適宜挿入すること。
※注） 担当工区の決定にあたり、代表箇所以外の参集場所も参考とするため、表中並びに別図（技術資料補足図面）に全ての参集場所を記入すること。
※注） 平日とは、勤務時間中、また、夜間・休日とは勤務時間外とする。

クレーン
類

運搬車
類

掘削機
類

資格区分

その他

記載例



　

：参集場所

：資機材置場

凡　例

別図：技術資料補足図面
（会社名：○○○建設株式会社）記入例

第○希望区間
（草加市原町三丁目～八潮市大字八條字堤外）

参集場所から

希望区間の一番近い場所迄の距離

→移動距離約○．○㎞（○○○交差点迄）

参集場所①本店

住所：埼玉県○○市○○丁目○○番地

（※本店以外でも良い）

資機材置場①自社

住所：埼玉県○○市○○丁目○○番地

資機材置場②リース会社

住所：埼玉県○○市○○丁目○○番地

参集場所②営業所

住所：埼玉県○○市○○丁目○○番地

資機材置場③協力会社

住所：埼玉県○○市○○丁目○○番地
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